
免除

0.04%

施設等
整備事業

償還予定日 貸付利率

大島町

貸付細則ただし書き

155,000 免除

災害対策事業

0.08%

減　率　b

3月22日

②貸付利率の算出

貸付日
貸付日の財政融資資金
の貸付利息　　a

災害関連
事業

災害復旧・災害復興
関連事業

元町地区町営住宅建
設事業ほか１事業

災害関連
事業

三宅村 4月3日90,000

合　　計

4月3日

①団体別貸付実績

貸付事業名区分 団体名

大島町

345,000

区市町村に対する資金貸付事業（定款４条第１項第１号）

短期貸付

　貸付日における財政融資資金貸付金の満期一括償還５年以内の貸付利率に０．５を乗じて得ら

れた率（小数点第２位四捨五入）を、当該財政融資資金貸付金の貸付利率から減じて得られた率

とする。

　ただし、当該財政融資資金貸付金の貸付利率が０．０１以上０．１％以下の場合については、

当該貸付利率に、０．５を乗じて得られた率（小数点第３位四捨五入）と、当該財政融資資金貸

付金の貸付利率が０．０１％未満の場合については、当該財政融資資金貸付金の貸付利率とす

る。また、地方財政法第５条第４号の災害応急事業、災害復旧事業等は、利息を免除する。

4月3日

貸付利率

3月22日 0.04%4月3日

3月22日

Ⅰ

1

（1）

590,000

　当協会は、東京都内の区市町村の健全な発展を図るために、市町村振興宝くじの収益金等を活用

し、 区市町村の財政支援のための貸付事業等、区市町村を支援する事業を行い、もって都民福祉

の増進に資することを目的とし、下記の事業を実施した。

貸付日

 定款に定める事業の実績

貸付額（千円）



20 1,079,000

212,800

公園等の整備（馬橋公園の整備） 20 26,000

708,000世田谷区

練馬光が丘病院整備事業

新宿スポーツセンター空調設備改修工事（単独事業）

児童相談所建設

141,400

高円寺図書館の移転改築 20

20

10 8,000

新宿中央公園の整備 10 4,000

牛込箪笥区民ホール特定天井等改修工事

四谷地域センター昇降機改修工事 10 61,000

貸付額

新宿スポーツセンター屋上防水等改修工事 10

四谷地域センター特定天井等改修工事

本の森ちゅうおう（建物） 20 1,035,800

余丁町小学校擁壁等改築工事

1

①団体別貸付実績

練馬区 1,079,000

特別区合計（7区）

中央区

3 文京区

5

№
小計

10

20 300,000

コミュニティふらっとの整備（高円寺南）

農福連携事業拠点用地買収事業 10 708,000

1,035,800

償還
期間

（年）

89,000

142,000

都市計画道路（補助７２号線）用地買収

10

10 1,000

81,000

10,206,000 千円

（千円）
団体名 事　　業　　名

貸付総額 

（2）長期貸付

貸付日　令和５年５月２２日、令和６年３月２６日

20 1,081,000 1,081,000

新宿スポーツセンター空調設備改修工事（補助事業） 10 27,000

300,000

4 大田区 大田区民ホール改修工事

10 3,000

2 新宿区 416,000

6 杉並区 380,200

7

5,000,000



11,600

貸付額

小計

4 三鷹市

甲の原体育館の大規模改修 15 395,600

富士見会館便所等改修工事 10

10,100

小山上沼公園スポーツ施設整備事業

9 小平市

10 東村山市

20

7 調布市
石原小学校受変電設備改修工事 15 7,000

17,000
八ケ岳少年自然の家設備改修工事 15

41,700

10 34,900

ひなた村改修事業 20 137,000

20

497,4001 八王子市

忠生スポーツ公園整備事業

上柚木公園陸上競技場改修 10

広域型介護保険施設等整備（移転改築） 20 25,200

水路・雨水排水施設の整備

やまのかみ会館便所等改修工事 10 15,500

52,300

47,100

10 10,100

10,000

149,500小川駅西口地区市街地再開発事業（にぎわい広場整備） 5 48,200

市道第C-39号線外道路整備工事(花小金井北公民館通り)

11

№ 団体名 事　　業　　名
償還
期間

（年）

（千円）

2 立川市 錦学習館中規模改修事業 10 190,300 190,300

市民会館・中央図書館複合施設維持管理運営等事業 20 260,800

20 356,000 356,0003 武蔵野市 (仮称)吉祥寺本町一丁目27番街区自転車駐車場建設事業

124,00020

旧どんぐり山施設改修事業 10

6 昭島市

庁舎外壁等改修工事 20 32,000

59,100

28,000

99,400

5 府中市
児童発達支援センター新築事業 20 195,600

456,400

駅前コミュニティ・センター外壁等改修事業 10

130,000

8 町田市 391,000

5 43,200

東部公園南自転車駐車場用地購入 5 58,100

河川しゅんせつ事業

10 8,300

第四中学校自家用電気工作物更新事業 10 13,300

障害者センター施設改修事業 20

第七小学校校舎大規模改造整備事業 20 77,900

第六小学校校舎大規模改造整備事業

国分寺市

姿見の池緑地整備事業

砂川用水路維持管理改善事業 20 54,900

国分寺駅周辺バリアフリー化整備事業 10 6,800

23,100

新庁舎建設事業 20 360,400

国分寺駅北口･西国分寺駅北口喫煙ポイント整備事業 10 9,900

625,500

都市計画道路整備事業 10 37,200

公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備事業

15 5,700



16,000 16,000

旧市民会館解体事業

市道増戸307号線整備事業

狛江市

南部地域整備事業

37,700 37,700

12 国立市

環境センター設備改修事業 10 17,900

小学校非構造部材耐震化対策等事業（実施設計） 10

中学校校舎改修事業

庁舎設備等改修事業(庁舎吸収式冷温水発生機改修工事)

福生市 小学校防音機能復旧（復機）事業 10

14

10,000

16 多摩市

関戸公民館改修工事 10 70,000

421,300

13

63,200

道路補修事業 10 122,300

国立駅周辺道路整備事業 10 26,800

10 107,400

（千円）

小計
№ 団体名 事　　業　　名

償還
期間

（年）

貸付額

350,000

11,000

旧多摩ニュータウン事業本部用地建物等解体工事

旧南永山小学校校舎・体育館等解体工事 10 170,000

10 110,000

11,500

10

10 72,200

17 羽村市 武蔵野小学校体育館改修事業 10 4,500

20 48,600

8,000

都市計画公園整備事業 20

健康センター大規模改修工事(太陽光ﾊﾟﾈﾙ・LED工事以外)

市道０１１０舗装打換工事（けやき通り）

（仮称）野塩集会施設整備事業

10 22,000

10 24,000

市道0106号線拡幅整備事業用地購入 10

市道3313号線外貯留浸透施設設置工事 10 20,000

清柳橋架替工事

19 西東京市

20 30,800

558,700

向台町四丁目地内等雨水対策事業

165,800

保谷庁舎解体事業 10

18 あきる野市
市道五日市606号線整備事業 15

4,500

15 清瀬市

20 621,000

722,000

市道0106号線電線共同溝設置工事 10 16,000

10

10ひばりが丘中学校解体事業

谷戸町二丁目地内雨水対策事業

151,900

10 161,600

54,300
15 44,300



市町村合計（１９市１町４村）

特定環境保全公共下水道事業（式根島地区・3/26貸付分） 20 61,000

償還
期間

（年）

5,206,000

14,300 14,300

№
貸付額

小計

（千円）

93,500公営企業法適用化事業（簡易水道事業）

10 10,700

21,400公営企業会計適用事業（地域し尿処理事業） 10 9,700

公営企業会計適用事業（浄化槽事業）

23 三宅村 地方公営企業法適化に向けた事業（水道事業） 10 30,900 30,900

公営企業法適用化事業（下水道事業） 10

10 1,000

団体名 事　　業　　名

15,000

24

10 17,500

22 神津島村
公営企業会計適用事業（水道事業） 10 15,400

29,700
公営企業会計適用事業（下水道事業） 10 14,300

小笠原村

公営企業会計適用事業（簡易水道事業）

20 日の出町 公営企業会計 10

21 新島村



　貸付日における上表と同一条件の財政融資資金貸付金の貸付利率に０．３を乗じて得られた率

（小数点第２位四捨五入）を当該財政融資資金貸付金の貸付利率からマイナスして得られた利

率。ただし、当該財政融資資金貸付金の貸付利率が０．０１以上０．１％以下の場合について

は、当該貸付利率に、０．７を乗じて得られた率（小数点第３位四捨五入）と、当該財政融資資

金貸付金の貸付利率が０．０１％未満の場合については、当該財政融資資金貸付金の貸付利率と

する。

④年度別長期貸付金残高

25

②償還期間別内訳

0.6%
貸付細則第６
条（1）イ

0.05%

0.4%

１５年以内

87

R25.3.24２０年以内

償還期間

平成28年度

償還期限

10,206,000

貸付
団体数

37

R8.3.24 0.8%
貸付細則第６
条（1）イ

③貸付利率の算出

２０年以内

0.6%

R7.3.24 0.3%２年以内

１５年以内

57

54

472,600

貸付細則第６条
(1)ｲ但し書

措置期限
貸付日の財政融
資資金利率　a

6

貸付利率
a-b

R8.3.24R20.3.24 ３年以内

　追加貸付（３月２６日貸付分）

２０年以内 R25.3.24

５年以内

３年以内

R10.3.24

１０年以内 R15.3.24

計

6,480,000

3,103,900

措置期間

貸付細則第６
条（1）イ

減　率
b=a×0.3

償還期間

3 149,500５年以内

１０年以内 53

件  数 貸 付 額 （千円）

0.07%

5271,164,254,65429

32

7,261,907,6129,703,400,000

10,738,700,000

10,860,900,000

10,836,900,000

平成30年度

10,440,500,000

３年以内 R9.3.24 1.1%
貸付細則第６
条（1）イ

0.8%

１年以内 R6.3.24

0.2%

年度末
貸付団体数

37

37

10,419,400,000

貸付年度

529,906,912,178

57

547,994,461,268

9,322,644,336

35 8,933,618,456

平成27年度

平成29年度

令和４年度 35

10,946,700,000

平成26年度

37

49

50

51

79,721,932,362

81,411,615,136

82,654,202,386

78,389,818,416

年度末残高（円）償還額（円）貸付額（円）

73,908,493,386

75,835,774,930

76,765,762,752

令和５年度

10,714,100,000 9,381,986,054

34

31

83,006,738,032

10,206,000,000 9,289,220,926 83,923,517,106

8,750,817,226

令和元年度

令和２年度

令和３年度 539,176,812,750

9,782,700,000 9,430,164,354



区  　分

令和５年度収益金配分額 1,378,980,491

単位：円

2

団体名 交付金額

16,031,28821,630,223

交付金総額　a＋b

あきる野市

15,454,623

21,117,023

都道府県配分合計額

　ハロウィンジャンボ宝くじの収益金等を、区市町村が行う地方財政法第32条に規定する公共事

業その他公益の増進を目的とする事業で、地方行政の運営上緊急に必要があるものとして総務省

令で定める事業に交付する。

10.505%

10.466%令和４年度時効金配分額 57,245,169

うち東京都交付金額

交付金総額の内訳

交付金額

千代田区

10.483%13,997,415,000

（2）

12,201,120

小笠原村

武蔵野市

大田区 小平市

北区

板橋区 町 村 計 157,991,898

36,457,950

国立市

42,028,819

50,903,151

交付金額

墨田区

瑞穂町三鷹市

練馬区

足立区

葛飾区

33,332,747

26,593,777

50,561,246

奥多摩町

渋谷区

前年度利息分利 息 収 入　b

21,863,663

青梅市

22,708,850

調布市

25,864,968

―

22,989,876

新宿区

台東区

30,234,502

11,963,037

品川区

13,126,584,514

546,941,364

武蔵村山市

15,767,513

団体名

1,467,302,810

9.595%

合  計　額   a

ハロウィンジャンボ宝くじ東京都交付金を令和６年３月６日に６２区市町村に交付した。

26,811,866

13,522,526

日の出町

24,432,038

昭島市 17,868,901

江東区

12,078,465

大島町 12,203,653

目黒区

多摩市

17,986,175 交付金総額

21,724,707

東村山市 19,835,130

国分寺市 18,621,872

11,970,212

特別区計 780,493,173

16,325,238

11,841,54342,060,683

27,207,001豊島区

30,684,026

中野区

60,292,107

24,006,728

22,224,296

日野市

48,371,810 15,577,753

新島村

三宅村 11,952,856

御蔵島村 11,848,559

小金井市 18,412,646

杉並区

19,635,769

八丈町

48,242,033

東久留米市

清瀬市

利島村 11,849,825

神津島村 11,927,269

江戸川区

19,644,527 西東京市

文京区

東大和市

16,179,846

荒川区

1,467,304,632

（交付基準）
　各区市町村に均等に配分する均
等割及び令和５年10月１日現在の
人口数に応じて配分する人口割と
し、その割合はそれぞれ２分の１

23,372,138

檜原村 11,938,559

狛江市

府中市 25,562,998

40,245,386

福生市 14,812,437

15,842,056

29,605,082

青ヶ島村

528,819,561

町田市 34,553,865

世田谷区

18,666,819

羽村市

（1）

配分比率

市町村振興宝くじ交付金の交付事業（定款第４条第１項第２号）

24,055,631

41,424,037

立川市

団体名

中央区

―

14,705,134

港区

八王子市

令和５年度クイックワン
（9月発売回号分）

1,822

1,467,304,632

323,889,122 31,077,150

16,781,780

市　　計

稲城市

12,694,274

団体別交付金額の内訳
単位：円



し、その割合はそれぞれ２分の１
とする。



5

12

（3）ハロウィンジャンボ交付金充当事業決算額　集計表

266,842,345

104,523,691

20,367,153

公共事業

0

延団体数

単位：円

0

0

地域産業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他
の地域経済の活性化に係る事業

特定非営利活動等の地域における社会貢献活動に係る事業

21

212,195,726

113,799,451

0

46,207,371

1,467,304,632

4

99

地域における人口の高齢化、少子化等に対応するための施
策に係る事業

交付金使途決算額

合　　計

博覧会、見本市、展示会、文化行事その他の催し

7

衛星通信網の活用その他の地域の情報化に係る事業

21

国際交流その他の地域の国際化の推進に係る事業

367,788,935

地球温暖化対策、リサイクルの推進等地域における環境の
保全及び創造に係る事業

地域における共通の課題に対応するための調査及び研究並
びに人材の育成に係る事業

0
令和九年に開催されるワールドマスターズゲームズ2027関
西の準備及び運営に係る事業

35,000,741

16

10

3

300,579,219

0

美術館、図書館、文化会館等芸術・文化活動の拠点となる
施設の運営の充実その他の地域における芸術・文化の振興
に係る事業

大規模な風水害、地震、津波、火災、干害、冷害等の災害
対策及びこれらの災害の予防のための事業

地方財政法第３２条に基づく総務省令で定める事業



3

1,925,172,295 円

283,000,000 円

６２区市町村が連携及び共同して行う事業

　区市町村が共同して行う事業並びに区及び市町村で構成する団体が行う事業に対し、サマー

ジャンボ事業基金（以下「事業基金」という。）及び事業基金の運用益（短期・長期貸付金利息

を含む）を充当し、次のとおり助成した。

事業基金

(予算額 １３４,４１０ 千円)

基金運用益

財源

助成団体
助成額

充当財源

区市町村振興共同事業助成（定款第４条第１項第３号）

温室効果ガス標準算定手法の共有化推進

2,208,172,295 円

⑷

⑸

61,765,000 円

133,759,263 円
⑴

事業概要・事業実績

133,759,263 円

各団体の実施する事業との連携

ホームページの維持管理

13,409,000 円

気候変動への適応策に関する調査研究

合　　　　計

オール東京６２
市区町村共同事
業「みどり東
京・温暖化防止
プロジェクト」

（1）

助成対象事業

助成費総額

22,058,037 円
事業基金

　都内６２市区町村が、東京の緑の保全や温室効果ガス削

減への取組において連携・共同することによって、各自治

体や地域の特性に応じた自然環境保護、地球温暖化防止対

策の推進を図る事業に対し助成した。

1 特別区長会
東京都市長会
東京都町村会

7,235,800 円

オール東京６２環境担当者研修会

⑶

19,821,526 円

⑹ 市区町村等主催イベントでのＰＲ・普及啓発展示

9,469,900 円

助成額

⑵



東京都市長会
東京都町村会

　多摩・島しょ地域市町村の広域的・共通な課題について

調査研究を実施し、自治の振興に寄与する事業に対し助成

した。

東京３９市町村
の自治に関する
調査研究等事業

⑴

事業概要・事業実績

助成額

子ども体験塾

(予算額 １,９１６,５００ 千円)

80,000,000 円

情報提供事業

①機関誌（ぐるり39）、情報提供誌（ニュース・レ

ター）の発行

②ホームページによる情報提供

⑵

⑶

　多摩・島しょの魅力を高める事業のうち⑴及び⑵
を除く事業

事業基金

69,396,842 円

観光振興連携活動⑵

　多摩・島しょの魅力を高める事業であって、子ど
もを対象とした高度で大規模な感動体験を提供する
事業。

（2）

助成団体
助成額

充当財源

　多摩・島しょ地域の市町村が立ち上げる新たな連携活動

の支援、既存の連携活動の活性化、市町村職員の交流及び

人材育成、ひいては多摩・島しょの魅力を高める事業に対

し助成した。

一般連携活動

6,013,075 円

多摩・島しょ広
域連携活動助成
事業

助成対象事業

1

2

4,590,083 円

普及啓発事業

①調査研究の成果等を市町村職員及び一般市民に広

く周知するためのシンポジウム開催

②調査研究結果を市町村職員に直接還元する出張

フォーラム実施

⑶

東京３９市町村が連携及び共同して行う事業

東京都市長会
東京都町村会

159,443,589 円

助成額

事業基金

⑴

調査研究事業

①関係人口とともに創る地域づくりに関する調査研

究

②地域課題の解決に向けたeスポーツの可能性に関す

る調査研究

③地域の未来予測を踏まえた多様な主体との広域的

な協働のあり方に関する調査研究

④ごみ実態調査、多摩地域データブック、市町村

税・財政参考資料作成

　多摩・島しょの魅力を高める事業であって、多
摩・島しょの観光振興に資する事業



3

昭和時代の会議資料のデジタル化を進め、当初想定

していた当該資料についてデジタル化が完了した。

3,461,256 円

東京都市長会

助成額

33,000,000 円

事業基金運用益

多摩地域ペー
パーレス化・デ
ジタル化推進事
業

②

⑴

事業基金

事業基金

876,075,631 円

事業基金

多摩地域に共通する行政課題の調整・研究のため市

長会及び副市長会による研修会開催

245,647,950 円

多摩２６市自治
推進事業

政策テーマ「多摩地域における行政のデジタル化の

取組」として、多摩30市町村の職員と連携し、行政

手続のオンライン化を推進

助成額

助成額

① 政策テーマ「多摩地域における行政のデジタル化の

取組」として、先進地域事例ヒアリングを実施

　多摩・島しょ地域の市町村が実施する行政手続のオンラ

イン化に関する事業を支援又は活性化し、住民の利便性の

向上と自治体業務の効率化を促進することを目的とした事

業に対し助成した。

　令和４年度に創設された「多摩・島しょ行政手続のオン
ライン化・事務処理効率化推進事業助成金」により、35市
町村が実施した142事業に対して助成金の交付が行われ

た。

⑴

⑵ 地域活性化事業

多摩26市が、地域活性化センターの提供する各種

データベースを活用できるよう年会費等の負担

　多摩地域自治体のペーパーレス化・デジタル化を推進す

る事業に対し助成した

⑴ 市長会議、副市長会議等の会議体で引き続きペー

パーレス会議を実施し、ペーパーレス化の更なる推

進を図った。

東京都市長会

5 多摩・島しょ行
政手続のオンラ
イン化・事務処
理効率化推進事
業

東京都市長会

⑶

政策提言等推進事業

多摩30市町村の職員を対象に職層別の研修やBPRのノ

ウハウを蓄積するためのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、DX推進

担当の交流ワークショップを実施

⑶

　多摩26市に共通する行政課題について、調査、研究、現

地視察及び政策提言の提唱を行うとともに、国や都などの

関係機関に働きかけを行い、提言等の実現を図る事業に対

し助成した。

⑵

4

助成額

⑵ タブレット、ペーパーレス会議システムの利用状況

の確認を目的として、26市へアンケート調査を実施

した。また、アンケートの実施にあたり、秘書担当

課長との意見交換を行った。

２自治体において、「窓口業務のDXに関する実証事

業を実施し、手続きのワンスオンリー化、申請受付

後の事務処理の効率化等を実施



9 東京自治会館オ
ンライン化推進
と市町村職員の
デジタル人材育
成等事業

　都内全市町村の共同の施設である東京自治会館の会議室
のオンライン化推進と市町村職員のデジタル人材育成に資
する研修等を実施するため、機材の導入などの環境整備を
実施した。

（

（

事業基金充当分

事業基金運用益

事業基金

⑶

⑴

施設仮移転支援業務

39,500,000 円 ）

1,447,104,461 円

⑵

8 東京自治会館本
館再整備事業に
係るコンストラ
クション・マネ
ジメント業務委
託事業

　「東京自治会館施設維持保全計画」に基づく令和６年度
の改修計画を見直し、コンストラクション・　マネジメン
ト業務の委託により、東京自治会館再整備に向けた基本計
画の策定や発注業務等を実施した。

⑴ 保全計画の見直し業務

⑵ 基本計画の検討・作成支援業務

東京自治会館オンライン化推進

市町村職員のデジタル人材育成等

助成額

東京都町村自治
推進事業

⑴

6,500,000 円

東京市町村総合事務
組合

3,828,621 円

助成額

6

自治振興事業
　地域活性化センターのデータベース活用に係る経
費の負担
　各町村の円滑な運営と地域の進行、発展を資する
ため、副町村長による行財政運営に関する調査研究
の実施

⑵

西多摩及び島
しょ地域ペー
パーレス化・デ
ジタル化推進事
業

⑴ 町村会事務デジタル化実証効果還元事業
　テレワーク及びオンライン会議の実施に資する機
材の導入及びサービスを導入した。 助成額

7 東京都町村会

1,210,000 円

1,486,604,461 円）

事業基金運用益充当分

⑵ 町村会ウェブサイトの再構築
　町村会ウェブサイトのリニューアルを行い、運用
を開始した。

⑶

助成額

40,700,000 円

 

 

3,881,379 円

21,202,111 円

事業基金

事業基金

政務活動事業
　国及び都に対する要望活動・全国町村会政務活動
参画・町村の行政課題に関する調査研究

合　　　計

　各町村の行政施策実現のため、都や国に対する要望活動

を実施するとともに、町村の行政課題に対する取り組みを

支援することを目的として、各種の調査研究事業を行う。

また、町村及び住民が自主的・主体的に地域活性化に取り

組めるよう、地域活性化センターのデータベース活用に係

る経費を負担する。

　これらの活動を通じて東京都１３町村の自治振興を推進

し、住民福祉の向上を図る事業に助成した。

東京都町村会

東京市町村総合事務
組合

助成額

19,363,924 円

小規模自治体におけるDX推進のあり方に関する調査
研究
　その効果等整理し、町村に情報提供を行った。

事業基金



3 （仮称）東京区
政会館別館（特
別区職員研修
所）整備事業

　（仮称）東京区政会館別館（特別区職員研修所）整備事

業は、令和２年５月から建設着手し、令和４年７月に建物

がしゅん工した。

　令和４年度中に未確定であった不動産取得税の税額が確

定し通知および請求があったため、令和５年度に税金を納

付した。 事業基金

助成額
⑴

23,902,572 円

２３区全体で実施する事業
　２３区全体が行った連携・交流事業及びイベント
費用等

特別区全国連携
プロジェクト関
連事業

調査研究事業

2

情報収集及び発信事業

被災地支援事業

特別区長会

助成額

315,400 円

（3）

助成対象事業

(予算額 ３４９,９３１ 千円)

事業概要・事業実績

特別区長会
公益財団法人特別区
協議会

２３特別区が連携及び共同して行う事業

127,870,097 円

1,277,980 円

129,148,077 円

4,922,762 円

自治体間連携の創出
　広域的連携の推進に関連する事業　全国連携講演
会、全国連携展示、ホームページ

　特別区及び地方行政に関わる課題について、大学その他

の研究機関、国及び地方自治体と連携して調査研究を行う

ことにより、特別区長会における諸課題の検討に資すると

ともに、特別区の発信力を高めることを目的に設置された

特別区長会調査研究機構関連事業に助成した。

79,121,235 円

事業基金

⑴

助成団体
助成額

充当財源

合　　　　計

「特別区長会調
査研究機構」事
業

⑶

⑴ 不動産取得税

315,400 円

事業基金

1

42,000,000 円

　各区及び２３特別区が全国各地域との連携・交流をさら

に深める契機となる特別区全国連携プロジェクト関連事業

を実施することにより、東京を含めた各地域の経済の活性

化、地域の振興を図る事業に助成した。

⑵

⑵

特別区長会

各区が実施する事業
　各区が行った連携・交流事業及びイベント費用等

8,295,901 円

助成額

208,584,712 円

⑷



調査研究結果を市町村職員に直接還元する出張
フォーラム実施

7,121,128 円

東京都立大学との共同事業

助成額

116,337,000 円

広域的市民活動団体に会議室機器類等の提供

100,840,259 円

市民団体等との共催事業実施等

③

機関誌（ぐるり39）・情報提供誌（ニュース・レ
ター）の発行、ホームページによる情報提供

70,572,575 円

事業基金運用益

研究テーマに関する調査等

公益財団法人
東京市町村自治調査
会

① 区政会館だより等刊行物の発行

東京３９市町村
の自治に関する
実態調査及び普
及啓発等事業

⑷

2,670,423 円

② 企画展示（区政紹介等）

①

③

事業基金

事業基金運用益

普及啓発事業⑵

「地方行財政Web」による行政情報の提供

特別区制度の調査・研究

⑴

助成団体
助成額

充当財源

区市町村が共同して設置した団体が行う区市町村振興事業

(予算額 ２９６,５００ 千円)

③

特別区自治情報・交流センターの管理等

② 調査研究の成果等を市町村職員及び一般市民に広く
周知するためのシンポジウム開催

4,276,814 円

②

講演会・講座等の実施

9,745,202 円

⑶ 広報事業

② ホームページの運営

⑸

市町村税・財政参考資料作成

①

調査研究事業

2 実態調査事業⑴

⑶

7,756,943 円

③

④ 都市交流事業

⑵

31,742,409 円

広域的市民活動への支援事業

①

② 多摩地域データブック作成

多摩地域ごみ実態調査

市町村の自治に関する普及啓発事業

② 広域的市民ネットワーク団体へ事業活動経費の助成

法務調査事業

1 公益財団法人
特別区協議会

助成額

25,000,000 円

助成対象事業 事業概要・事業実績

①

（4）

特別区の自治に
関する普及啓発
等事業

8,774,247 円

助成額

127,163,000 円

①

⑷ IT事業（資料提供）

調査研究事業

25,000,000 円

⑹ 情報の提供事業



3 多摩東京移管１
３０周年事業

事業基金

事業基金運用益充当分

）

）

49,947,600 円

243,500,000 円（

24,947,600 円

　東京移管後の１３０年をまとめた小冊子を発行するとと

もに、１３０周年を記念した市町村応募のフォトコンテス

トの開催した。また、市町村から提供された過去の風景や

現在のまち並み等の写真について東京自治会館内に展示し

た。

公益財団法人東京市
町村自治調査会

助成額

合　　　計

（ 事業基金充当分 293,447,600 円



1

市町村職員共同
研修事業

職層研修

助成対象事業

区市町村職員共同研修事業（5）

事業概要・事業実績

(予算額 ７０,０００ 千円)

助成額

特別区人事・厚生事
務組合（特別区職員
研修所）

⑴

⑵ 情報処理研修

情報処理能力の向上を図る　　　　 　6コース18回

助成団体
助成額

充当財源

⑻ 研修カリキュラム検討のため試行研修の実施

⑴

事業基金

職層、経験等に応じた能力、知識の向上・研修講師
等の養成・法務能力・政策形成等　　　39コース83
回

⑶

実務の専門家に求められる必要な専門知識の向上を
図る　　　　　　 　　　　　　　　　 22コース34
回

⑸ 特別研修

実務研修

⑵

サポート研修

職層、経験等に応じて能力、知識の向上を図る
　　　　　　　　　　　　　　  　11コース52回

職層に応じた基礎的知識・能力等の向上を図る
　　　　　　　　　　　　　　    12コース57回

人材育成、政策形成等に必要な知識・能力の向上を
図る　　　　　　　　　　　　　　　　2コース4回

⑹

35,000,000 円

⑷

講師養成、公務員としての基礎知識等の習得を図る
　　　　　　　　　　　　　　　　13コース31回

特別区職員共同
研修事業

⑷

2

専門研修

⑺

専門職、一般技術職に求められる専門知識、技術の
向上を図る 　　　　　　　　　  　     6コース7
回

清掃研修　　　　　　　　　　     7コース13回

⑸

自治体経営研修

35,000,000 円

70,000,000 円合　　　　計

職層別研修・講師養成研修等

専門職研修・技術職研修

児童相談所関連研修　          　22コース32回

助成額⑶

ステップアップ研修

行政実務等の専門家として必要な知識等の付与のた
めに新たに実施が望まれる研修等 　　 24コース37
回

専門的知識・技能等の向上を図る　51コース66回

事業基金

東京市町村総合事務
組合（東京都市町村
職員研修所）



　

　東京都と北京市

において、両都市

の市民間の友好往

来を増進し、経

済、文化芸術、教

育、科学技術、都

市建設などの面に

おいて多様な形に

よる広範な交流を

行うための友好交

流事業

 北京市との協定に基づき、両都市間の友好関係を発展さ

せるため特別区長会、東京都市長会及び東京都町村会が合

同で北京市区友好代表団を東京に招聘した。

⑴ 訪日日程

　令和５年１１月６日～１１月１０日

⑵ 来日した代表団

　北京市区友好代表団一行　８名

⑶ 表敬訪問先・視察先

　東村山市長・瑞穂町長・新宿区長

　銀座・臨海副都心ほか

（6）

派遣した代表団

　都特別区・市・町村議会友好代表団一行　１０名

⑶ 訪問先

　北京市区人民代表大会　大連市

助成団体
助成額

充当財源

事業基金

特別区議会議長会
東京都市議会議長会
東京都町村議会議長会

7,620,678 円

助成額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（助成額　345,000円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業基金運用益充当）

　自治の振興に寄与することを目的として、区市町村の紹介などを主な内容とした区市町村の情

報誌「とうきょう自治のかけはし」を３，０００部発行し、区市町村職員及び一般住民が閲覧で

きるよう配布した。

　 東京都と北京市の両都市間の友好関係を発展させるた

め、東京都特別区・市・町村議会議長会友好代表団一行１

０名を派遣した。

　友好代表団は、北京市区人民代表大会を表敬訪問すると

ともに、北京市内の諸施設を視察した。

　その後、大連市を訪問し、棒棰島景勝地や星海広場な

ど、観光の取り組みやまちづくり等を視察した。

(予算額 ２０,０００ 千円)日中友好交流事業

助成対象事業 事業概要・事業実績

　区市町村の職員が、全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）が実施する海外研修を

受ける機会の促進を図るため、経費の一部を負担した。

　本年度は、持続可能なまちづくりを目指して、特徴ある取組が行われているヨーロッパの各都

市の事例を通して、多面的にまちづくりの施策を企画立案できる能力の向上を図る研修に職員を

派遣した小平市に経費の一部を助成した。

5 その他（定款第４条第１項第５号）

合　　　　計 15,776,259 円

4 区市町村の振興に関する情報提供事業（定款第４条第１項第４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業費 1,680,000円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業基金運用益充当）

助成額

特別区長会
東京都市長会
東京都町村会

8,155,581 円

事業基金

⑴ 訪中日程
　令和５年１０月２８日～１１月２日
　（日本で前泊１日、中国で４泊５日）

⑵



2,349,841,358 113,776,793

発 　売　 額 93,000,000,000 93,000,000,000 0

売 　捌　 額 70,725,476,400 66,645,555,900 4,079,920,500

24,932,909,909 24,004,046,925 928,862,984
差引都道府県
納付額合計

当  せ ん 金 33,698,174,600

支 払 手 数 料 219,726,097

売 捌 手 数 料 4,399,614,888

その他発売経費 7,475,050,906

控　 除　 額 45,792,566,491

56.89

63.03

4.84

4.84

2.47

内東京都交付金額 166,452,777 102,099,449

内東京都交付金額 2,570,900,722 2,508,835,391 62,065,331

前年度販売分時効金 1,576,530,544 1,004,847,511 571,683,033

64,353,328

５年度東京都
交付総額

2,737,353,499 2,610,934,840 126,418,659

東京都協会分 2,463,618,151

増減率（％）

2,313,810,651

149,807,500

2,511,600,179

257,090,071

16,645,277

279,066,682 10.93%

2 対前年度交付金等との比較

令和５年度収益金配分額

令和４年度時効金配分額

合　計　額

24,004,046,925

1,004,847,511

25,540,784,316

2,570,900,722

166,452,777

2,790,666,861

区　　　　分 令和５年度 令和４年度 差引増減

Ⅱ サマージャンボ事業基金の管理

1 サマージャンボ宝くじ等東京都交付金総額の内訳及び積立額等

配分比率

b/a

単位：円

単位：円

10.71%

16.56%

区分
都道府県配分

合計額　a
事業基金

積立額　90％
全国協会

納付額　10％

うち東京都交付金額  ｂ

令和５年度クイックワン
（8月発売回号分）

531,889,880 53,313,362 47,982,028 5,331,334 10.02%

30,810,959,000

0.00

6.12

9.37

△ 8.34

8.97

△ 1.04

7.39

3.87

2,887,215,600

239,714,449 △ 19,988,352

4,037,473,825 362,141,063

7,553,361,701 △ 78,310,795

42,641,508,975 3,151,057,516





短期貸付元金償還金積立額

        合   計                          　b

事
業
基
金

積
立
額

3 サマージャンボ事業基金積立資産の増減状況

単位：円

    期首サマージャンボ事業基金積立資産残高　　　　a

サマージャンボ交付金　９０％

長期貸付元金償還金積立額

20,625,292,214

2,511,600,179

9,289,220,926

590,000,000

12,390,821,105

20,294,941,024

事
業
基
金
取
崩
額

        合   計                          　c 12,721,172,295

133,759,263

159,443,589

80,000,000

3,461,256

129,148,077

日中友好交流事業

  ３月３１日現在サマージャンボ事業基金積立資産残高
                                                a＋b－c

東京３９市町村の自治に関する調査研究等事業

多摩地域ペーパーレス化・デジタル化推進事業

「特別区長会調査研究機構」事業

特別区の自治に関する普及啓発等事業

長期貸付金

短期貸付金

オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止
プロジェクト」

10,206,000,000

多摩・島しょ広域連携活動助成事業

590,000,000

（仮称）東京区政会館別館（特別区職員研修所）整備事業 315,400

25,000,000

15,776,259

特別区全国連携プロジェクト関連事業 79,121,235

多摩２６市自治推進事業 245,647,950

区市町村職員共同研修事業 70,000,000

多摩・島しょ行政手続のオンライン化・事務処理効率化推進
事業

876,075,631

東京都町村自治推進事業 1,210,000

西多摩及び島しょ地域ペーパーレス化・デジタル化推進事業 21,202,111

多摩東京移管１３０周年事業 24,947,600

東京自治会館本館再整備事業に係るコンストラクション・マ
ネジメント業務委託事業

40,700,000

東京自治会館オンライン化推進と市町村職員のデジタル人材
育成等事業

19,363,924



　

第２回
令和５年

６月２７日
みなし決議

第３回
令和５年

８月２１日
みなし決議

臨時評議員会への提案事項
の件

3 上記の２議案について、理事の同意が得られ、監

事からの異議なしの確認が得られたので、臨時評

議員会への提案事項として決議された。

1 理事長の選定の件 　理事の中から吉住健一氏を理事長に選定した。

1 東京都特別区・市・町村議
会議長会友好代表団訪中事
業助成金の増額の件

3,000千円の追加助成を決定した。
　当初助成額　　　5,000千円
　　変更後の助成額　8,000千円

Ⅲ 会議の開催

1 理事会

開催年月日
開催場所

議　　　案 内　　　　　容

令和５年度収支予算書（補
正予算第１次）の件

2 上記の事業計画の変更に伴い、令和５年度収支予

算書（補正予算第１次）を決定した。

　令和４年度の事業報告を承認した。

2 　令和４年度の決算報告（貸借対照表、正味財産増

減計算書、財産目録）を承認した。

第１回
令和５年
６月９日

みなし決議

　評議員及び役員の辞任に伴う補欠選任候補者とし

て次のとおり推薦することを決定した。

・評議員選任候補者

　前川燿男氏（練馬区長）、山本香代子氏（江東区

議会議長）、田中政義氏（国分寺市議会議長）、坂

上長一氏（大島町長）、山﨑　栄氏（瑞穂町議会議

長）

・理事選任候補者

　吉住健一氏（新宿区長）、加藤育男氏（福生市

長）

・監事選任候補者

　吉本昂二氏（檜原村長）、髙田照之氏（東京都総

務局多摩島しょ振興担当部長）

4 令和５年度定時評議員会及
び第２回理事会の開催の件

　令和５年度定時評議員会及び第２回理事会の開催
について決定した。

報告事項
 1 令和４年度区市町村振興共同事業助成金実績報告の件
 2 理事長職務代理者及び常務理事の職務執行状況の報告の件

令和４年度事業報告の件

令和４年度決算報告の件

3 評議員及び役員の辞任に伴
う補欠選任候補者の推薦の
件

1



第１回臨時
令和５年

９月１１日
みなし決議

1
東京都特別区・市・町村議
会議長会友好代表団訪中事
業助成金の増額の件

３００万円の追加助成を行うとともに事業計画書の
変更を承認した。

2

令和５年度収支予算書（補
正予算第1次）の件

議長会友好代表団訪中事業助成金の増額と令和４年
度決算に基づく一般正味財産期首残額の補正予算を
承認した。

2 令和６年度収支予算書の件 令和６年度収支予算書を承認した。

第２回臨時
令和６年

３月２７日
東京区政会館

報告事項
 1 令和５年度サマージャンボ及びハロウィンジャンボ等宝くじの収益金の件
 2 令和６年度宝くじ発売計画の件
 3 サマー及びハロウィンジャンボ宝くじの公式サイトでの販売実績及びシェアの
   件
 4 令和５年１２月３１日現在のサマージャンボ事業基金等の残高の件

令和６年度事業計画書の件 令和６年度事業計画書を承認した。

理事の辞任に伴う補欠選任

の件

理事の辞任に伴い次のとおり補欠選任した。
　吉住健一氏（新宿区長）、加藤育男氏（福生市
長）

4 監事の辞任に伴う補欠選任

の件

監事の辞任に伴い次のとおり補欠選任した。
　吉本昂二氏（檜原村長）、髙田照之氏（東京都総
務局多摩島しょ振興担当部長）

第４回
令和６年
２月１日

東京自治会館

2

3

令和６年度区市町村振興共

同事業助成の件

　令和６年度の区市町村振興共同事業への助成を決
定した。

1

2

3

2

令和６年度収支予算書の件 　令和６年度収支予算書を決定した。

4 令和５年度第２回臨時評議

員会の開催の件

　令和５年度第２回臨時評議員会の開催について決

定した。

令和６年度 事業計画書の
件

　令和６年度事業計画書を決定した。

報告事項
 1 令和５年度サマージャンボ及びハロウィンジャンボ等宝くじの収益の件
 2 令和６年度宝くじ発売計画の件
 3 サマー及びハロウィンジャンボ宝くじの公式サイトでの販売実績及びシェアの
　 件
 4 令和５年１２月３１日現在のサマージャンボ事業基金等の残高の件
 5 基金運用検討委員会の結果報告の件
 6 理事長及び常務理事の職務執行状況の報告の件

評議員の辞任に伴う補欠選

任の件

評議員会

開催年月日
開催場所

定時
令和５年

６月２７日
東京区政会館

評議員の辞任に伴い次のとおり補欠選任した。

　前川燿男氏（練馬区長）、山本香代子氏（江東区

議会議長）、田中政義氏（国分寺市議会議長）、坂

上長一氏（大島町長）、山﨑　栄氏（瑞穂町議会議

長）

議　　　案

令和４年度の決算報告（貸借対照表、正味財産増減

計算書、財産目録）を承認した。

令和４年度決算報告の件

　令和４年度事業報告の件を承認した。

内　　　　　容

報告事項
　令和４年度事業報告の件

1

1



報告事項

 1  令和５年度サマージャンボ及びハロウィンジャンボ等宝くじの収益金の件

 2 令和６年度 宝くじ発売計画の件

 3 サマー及びハロウィンジャンボ宝くじの公式サイトでの販売実績及びシェアの件

 4 令和5年１２月３１日現在のサマージャンボ事業基金等の残高の件

第３回
令和６年

１月２２日
東京区政会館

第２回
令和５年

７月２７日
書面開催

協議事項

 1 東京都特別区・市・町村議会議長会友好代表団訪中事業助成金の増額の件

 2 令和５年度収支予算書（補正予算第１次）の件

 3 理事会への提案事項の件

協　　議　　事　　項

協議事項

 1 令和４年度事業報告の件

 2 令和４年度決算報告の件

 3 評議員及び役員の辞任に伴う補欠選任候補者の推薦の件

 4 令和５年度第１回理事会及び定時評議員会の開催の件

 5 令和５年度区市町村振興共同事業助成（事業基金運用益分）の各団体交付額の件

協議事項

 1 令和６年度区市町村振興共同事業助成の件

 2 令和６年度貸付事業実施の件

 3 令和６年度事業計画書の件

 4 令和６年度収支予算書の件

 5 令和５年度第４回理事会及び第２回臨時評議員会の開催の件

第１回
令和５年

５月１８日
東京区政会館

報告事項
 1 令和４年度区市町村振興共同事業助成金実績報告の件
 2 「とうきょう自治のかけはし」の編集当番の件

　本協会の事務事業の執行について協議するため、特別区長会事務局長・東京都市長会事務局長・東

京都町村会事務局長で構成する三者協議会を次のとおり開催した。

4 三者協議会

3

議　　　案 内　　　　　容

令和４年度事業の実施状況

2 令和４年度の決算（貸借対
照表、正味財産増減計算
書、財産目録、資金収支計
算書）について

当該事業年度に係る事業報告及び計算書類（貸借対

照表及び正味財産増減計算書）、その付属明細書並

びに財産目録・資金収支計算書は、いずれも適切に

処理されていると認められた。

監事会

開催年月日
開催場所

1令和５年
４月２４日

東京区政会館

開催年月日
開催場所



③ 関係団体広報誌（公益財団法人特別区協議会「区政会館だより」、公益財団法人東京市町村自

治調査会「ぐるり３９」）による広報

④ 新聞広告

 朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報

2 ハロウィンジャンボ宝くじの広報活動

① 東京６２区市町村に対し広報誌への掲載及びポスター掲示を依頼

② 職員の福利厚生団体機関誌（特別区互助組合「ライフアップ２３」、東京都職員共済組合「共
済だより」）による広報

Ⅳ 市町村振興宝くじ販売促進

　市町村振興宝くじの販売促進のため、次の広報活動を行った。

1 サマージャンボ宝くじの広報活動

　　　　　　　　　　　　　　　          　 　　　　 （法人：管理費　9,967,748円）

　　　　　　　　　　　　　　          　 　　　　 （事業基金運用益充当）

東京６２区市町村に対し広報誌への掲載及びポスター掲示を依頼

⑤ テレビ広告
 ＴＯＫＹＯ ＭＸテレビ（１５秒・５０回放映）

①

② 職員の福利厚生団体機関誌（特別区職員互助組合「ライフアップ２３」）による広報

③ 関係団体広報誌（公益財団法人特別区協議会「区政会館だより」、公益財団法人東京市町村自
治調査会「ぐるり３９」）による広報

④ 新聞広告

 朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、産経新聞、都政新報



前評議員 成 澤 廣 修 Ｒ元.6.26～R5.6.27 文京区長

前評議員 田 中 利 周 Ｒ4.6.28～R5.6.27 前 文京区議会議長

前評議員 土 方　  桂 Ｒ4.6.28～R5.6.27 前 東村山市議会議長

R2.6.29～R5.4.30 前 檜原村長

評議員 山 﨑　　栄 Ｒ5.6.27～ 瑞穂町議会議長

評議員 永 見 理 夫 Ｒ4.6.28～ 国立市長

評議員 前 川 燿 男 Ｒ5.6.27～ 練馬区長

評議員 山 本 香代子 Ｒ5.6.27～ 江東区議会議長

（2）評議員の氏名等（令和６年３月３１日現在）

区　分 氏　名 就　退　任 役　　職

理　　事 渡 部    尚 Ｒ3.6.29～ 東村山市長

理　　事 加 藤 育 男 Ｒ5.6.27～ 福生市長

理　　事 武 田 康 弘

監　　事 中 村 元 彦 Ｈ22.4.1～ 公認会計士・税理士

前理事長 山 﨑 孝 明 Ｒ元.6.26～R5.4.12 元 江東区長

理　　事 杉 浦 裕 之 Ｒ2.6.29～ 瑞穂町長

評議員 田 中 政 義 Ｒ5.6.27～ 国分寺市議会議長

評議員 坂 上 長 一 Ｒ5.6.27～ 大島町長

前評議員 三 辻 利 弘 Ｈ30.6.28～R5.6.27 前 大島町長

前評議員 坂 上 長 一 Ｒ3.6.29～R5.4.30 前 大島市町議会議長

前 理 事 石 阪 丈 一 Ｒ3.6.29～R5.6.27 　 町田市長

前 監 事 坂 本 義 次

理事長（代表理事） 吉 住 健 一 Ｒ5.6.27～ 新宿区長

 常務理事（代表理事） 入 澤    幸 Ｒ3.6.29～ 公益財団法人特別区協議会常務理事

Ｒ4.6.28～ 東京都総務局行政部長

監　　事 吉 本 昂 二 Ｒ5.6.27～ 檜原村長

監　　事 髙 田 照 之 Ｒ5.6.27～ 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長

区　分 氏　名

Ⅴ当協会の概要

1 公益財団法人への移行及び情報公開

　昭和５４年に財団法人として設立した当協会は、より透明で効率的な財団運営を図るため

に、平成２２年４月１日に公益財団法人へ移行した。

協会の概況は、次の項目をホームページ上で公開している。

①定款、②評議員及び役員名簿、③事業計画書、④収支予算書、⑤事業報告書、⑥決算報告

書、⑦理事会議事録、⑧評議員会議事録、⑨情報誌「とうきょう自治のかけはし」

2 役員等に関する事項

（1）理事及び監事の氏名等（令和６年３月３１日現在）

就　退　任 役　　職
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合　　　計 10 名

事務局総務担当の業務 1 名

事務局業務担当の業務 1 名

事務局出納担当の業務 5 名

事務局次長の業務 1 名

事務局副参事の業務 1 名

事務局出納役の業務 1 名

3 職員に関する事項

業　務　名 職　員　数

　公益財団法人特別区協議会所属職員による当協会への業務支援協定書に基づき業務を行ってい
る。
　なお、事務局副参事・事務局総務・業務担当３名分の人件費を当協会が負担している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和６年３月３１日現在）

評　議　員 9 90,000

合　　　　計 730,000

役員等が地方公務員法第３条に規定する一般職の公務員の場合並びに常務理事には支給しない。

監事（公認会計士を除く） 1 10,000

監事（公認会計士） 6 600,000

区分 延べ支給人員 報酬　（単位：円）

理　　　事 3 30,000

（3）令和５年度に係る役員及び評議員の報酬の支払総額（令和６年３月３１日現在）
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　令和５年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３

項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は存在しないため、記載を省

略する。

附属明細書について
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